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第114回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第114回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知

申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確

認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「企業情報」「ＩＲ情

報」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「岡山

県貨物運送」又は「コード」に当社証券コード「9063」を入力・検索し、「基本

情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招

集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 岡山市北区清心町４番31号　当社会議室
３．目的事項

報告事項 １. 第114期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告

の件

２. 第114期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告の

件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役１名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

                                               以上

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）により議
決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の
うえ、2026年６月25日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使してください
ますようお願い申しあげます。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスし
ていただき、議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワ
ード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、各議案に対する賛否を上記の行使
期限までにご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットに
よる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限ま
でに到着するよう、ご返送くださいますようお願い申しあげます。
　なお、ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をさ
れない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたします。

敬　具
記

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前述インターネット上の当社ウェブサイト及び東

証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）において、その旨、修正前及び修正後の事項

を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送り

いたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第14条第２項の規定に基づき、次に掲げる事

項を除いております。

　　① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

　　② 連結計算書類の「連結注記表」

　　③ 計算書類の「個別注記表」

　したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監

査人が会計監査報告を、監査役（監査役会）が監査報告を作成するに際して監査をした対象

書類の一部であります。
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議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

インターネットによる議決権行使のご案内

　インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご

了承いただきますようお願い申しあげます。

１. 議決権行使ウェブサイトについて

　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェ

ブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

２. 議決権行使の方法について

（１）パソコンをご利用の方

　上記アドレスにアクセスいただき、議決権行使書用紙に記載された「議決

権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛

否をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方

　議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイ

トログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コー

ド」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサ

イトから議決権を行使できます。

　なお、一度議決権を行使した後で行使内容の変更をされる場合には、再度

ＱＲコードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及

び「パスワード」を入力いただく必要があります。

（「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

３. 議決権行使のお取扱いについて

（１）議決権の行使期限は2026年６月25日（木曜日）午後５時30分までとなって

おりますので、お早めの行使をお願いいたします。

（２）インターネットと書面（郵送）により、重複して議決権を行使された場合

は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたしま

す。また、インターネットによって複数回数、又は、パソコン・スマートフ

ォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議

決権行使としてお取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者

の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブ

サイトがご利用できない場合があります。
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４. パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するため

の重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワード

の再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有

効です。

５. パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合

は、下記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

【電話】　0120(652)031 （受付時間　9:00～21:00）

（２）その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。

ａ. 証券会社に口座をお持ちの株主様

お取引の証券会社あてにお問い合わせください。

ｂ. 証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行　証券代行部

【電話】　0120(782)031

　　　　（受付時間　9:00～17:00 土・日・祝日および12/31～1/3を除く）

以　上
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（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事　業　報　告

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、所得環境の改善による個人消費の底

堅さから、緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、原材料価格

の値上げに伴うコスト増が招いたインフレ懸念や、国内金利の変動による投資

意欲への影響など、予断を許さない状況が続きました。

　世界情勢に目を向けますと、イランを巡る中東情勢の緊迫化は国際社会にお

ける最大の不安定要素となりました。地政学リスクの高まりは、原油価格の高

騰やエネルギー供給網への懸念を直撃し、輸送コストの上昇や物価高騰を再燃

させる大きなリスクを孕んでおります。これに加え、米国の政策動向がもたら

す不透明感など、経営環境の先行きは一段と厳しいものとなりました。

　このような環境下、当社グループは持続的な成長に向けて、取引拡大、運

賃・料金の改定交渉など積極営業を推進するとともに、拠点の整備・集約や同

業他社との共同配送を実施するなど、物量の確保と業績の改善に取り組んでま

いりました。

　その結果、当連結会計年度の営業収益は388億９千９百万円（前連結会計年

度比 1.4％増）、経常利益は16億９千３百万円（前連結会計年度比 39.8％

増）となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は旧京都営業所の

譲渡による固定資産売却益の計上等により27億１千９百万円（前連結会計年度

比17億６千１百万円の増益）となりました。

　当連結会計年度の事業セグメントの状況は、次のとおりであります。

① 貨物運送関連事業

　貨物運送関連事業につきましては、物量の確保とともに、適正運賃・料

金の収受に継続的に取り組んだこと等により、営業収益は368億９千６百

万円となり、連結営業収益全体の94.9％となりました。

② 石油製品販売事業

　石油製品販売事業につきましては、商品販売量の減少などにより、営業

収益は10億１千１百万円となり、連結営業収益全体の2.6％となりまし

た。

③ その他

　その他につきましては、自動車用品販売、フォークリフト販売及び一般

労働者派遣等を含んでおり、営業収益は９億９千１百万円となり、連結営

業収益全体の2.5％となりました。
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セグメントの名称
当連結会計年度（百万円）

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
前期比(％)

貨物運送関連事業 36,896 101.6

石油製品販売事業 1,011 94.2

そ の 他 991 103.8

合 計 38,899 101.4

(2) 対処すべき課題

　運輸業界におきましては、国内輸送量の減少傾向に加え、燃料・資材価格や

外注費（傭車料等）の高騰、慢性的な労働力不足、さらにはドライバーの労働

時間・拘束時間規制への対応など、極めて困難な局面を迎えています。

　このような環境下、当社グループは「現場力の強化と業務の効率化」を最優

先課題とし、収益基盤の強化に邁進してまいります。AIをはじめとするデジタ

ル技術を積極的に活用し、配送ルートの最適化や積載効率の向上、事務作業の

自動化を強力に推進することで、生産性の抜本的な改善を図ってまいります。

　また、輸送の効率化のため、他社とのリソース共有を軸とした共同配送モデ

ルをさらに拡大し、安定的な物流インフラを維持してまいります。あわせて、

3PL事業や倉庫事業の拡充を図ることで経営基盤の多角化を推進し、輸送品質

の向上と収益性の両立を実現していく所存です。

　環境面では、低公害車への切り替えやモーダルシフト、PPA（電力販売契

約）による太陽光発電の導入を通じ、カーボンニュートラルの実現に向けた取

り組みを継続して強化してまいります。

　人材面では、多様な人材の活躍をより一層推進してまいります。女性管理職

の育成や男性の育児休業が取得できる環境を整備し、性別や属性を問わず全従

業員が個性を尊重し合える組織体制を強固なものにしてまいります。

　当社グループは、激動する環境下においてもお客様に満足いただける「輸送

品質とサービス」を追求し、選ばれる会社を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますよ

うお願い申しあげます。

(3) 設備投資の状況

　当社グループでは、顧客に対する、より高い輸送品質の向上及び同業者間の

競争の激化に対応するため、貨物運送関連事業を中心に15億９千９百万円の設

備投資を実施いたしました。その主なものは、車両５億３千１百万円と、津山

配送センター追加取得２億９千２百万円であります。

(4) 資金調達の状況

　当連結会計年度中における必要資金は金融機関からの借入金及び自己資金に

よってまかないました。
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区 分
第 111 期

(2023年３月期)
第 112 期

(2024年３月期)
第 113 期

(2025年３月期)

第 114 期
(当連結会計年度)
(2026年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 38,474 37,693 38,346 38,899

親会社株主に帰属
する当期純利益

（百万円） 950 2,495 957 2,719

１株当たり当期純利益 （円） 469.07 1,230.93 472.40 1,341.66

総 資 産 （百万円） 45,807 46,425 47,388 51,319

純 資 産 （百万円） 19,959 22,519 23,404 26,872

区 分
第 111 期

(2023年３月期)
第 112 期

(2024年３月期)
第 113 期

(2025年３月期)

第 114 期
(当事業年度)
(2026年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 33,063 32,158 32,731 33,184

当 期 純 利 益 （百万円） 697 2,202 722 2,382

１株当たり当期純利益 （円） 344.33 1,086.75 356.31 1,175.47

総 資 産 （百万円） 40,609 41,022 41,925 45,439

純 資 産 （百万円） 16,347 18,684 19,315 22,073

(5) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 30 百万円 100 ％ 貨物自動車運送事業

彦 崎 通 運 株 式 会 社 30 100 貨物自動車運送事業

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 30 100 石 油 製 品 販 売 業

マルケー自動車整備株式会社 20 100 自 動 車 修 理 業

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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事 業 区 分 内 容

貨 物 運 送 関 連 事 業

当社グループの主要な業務であり、当社及び子会社の岡山県貨物
鋼運株式会社を含む５社が従事しており市場のニーズに対応した
輸送品質を開発して幅広いサービスを提供しております。子会社
のマルケー自動車整備株式会社が自動車修理部門を担当してお
り、トラックターミナル業を関連会社である岡山県トラックター
ミナル株式会社及び山陽コンテナトランスポート株式会社が貨物
利用運送事業を営んでおります。

石 油 製 品 販 売 事 業
子会社のマルケー商事株式会社は出光興産株式会社の代理店とし
てグループ各社並びに得意先に対して石油製品の販売を営んでお
ります。

そ の 他

子会社のマルケー商事株式会社は自動車用品の販売、建設及び保
険代理業を行い、岡山エールフォークリフト株式会社はフォーク
リフト販売業を行っており、また、ハートスタッフ株式会社が一
般労働者派遣業を営んでおります。

(7) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 岡 山 市 北 区 岡　山 主管支店 岡 山 市 中 区

津　山 主管支店 岡 山 県 津 山 市 倉　敷 主管支店 岡 山 県 倉 敷 市

福　山 主管支店 広 島 県 福 山 市 広　島 主管支店 広 島 市 西 区

米　子 主管支店 鳥 取 県 米 子 市 福　岡 主管支店 福 岡 市 東 区

四　国 主管支店 香 川 県 坂 出 市 兵　庫 主管支店 兵 庫 県 姫 路 市

大　阪 主管支店 兵 庫 県 尼 崎 市 名古屋 主管支店 愛 知 県 小 牧 市

東　京 主管支店 東京都江戸川区

名 称 所 在 地

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 岡 山 県 倉 敷 市

彦 崎 通 運 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 自 動 車 整 備 株 式 会 社 岡 山 市 南 区

(8) 主要な事業所（2026年３月31日現在）

当　社

子会社
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セ グ メ ン ト の 名 称 使　用　人　数（名）
前 連 結 会 計
年度末比増減(名)

貨 物 運 送 関 連 事 業 2,131 66減

石 油 製 品 販 売 事 業 8 2減

そ の 他 34 2減

合 計 2,173 70減

使 用 人 数
前事業年度末比
増 減

平 均 年 齢 平均勤続年数

1,850名 56名減 47.4歳 19.0年

(9) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数343名を含んでおりません。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数297名を含んでおりません。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 中 国 銀 行 5,535 百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,585

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 650

(10) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
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① 発行可能株式総数 4,000千株

② 発行済株式の総数 2,026千株 (自己株式173千株を除く)

③ 株主数 1,513名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 152千株 7.52％

マ ル ケ ー 従 業 員 持 株 会 145 7.18

西 尾 総 合 印 刷 株 式 会 社 135 6.70

福 山 通 運 株 式 会 社 100 4.93

株 式 会 社 中 国 銀 行 94 4.68

両備ホールディングス株式会社 93 4.63

T O Y O  T I R E 株 式 会 社 67 3.33

堀 口 祐 司 59 2.94

株 式 会 社 岡 山 マ ツ ダ 47 2.34

I N T E R A C T I V E  B R O K E R S  L L C 40 1.99

２. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

④ 大株主(上位10名)

（注）１. 当社は自己株式173,408株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２. 持株比率は自己株式（173,408株）を控除して計算しております。
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（＊は代表取締役）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

＊ 取 締 役 会 長 原 田 和 充

大阪営業本部本部長
昭和工運株式会社　代表取締役会長
マルケー自動車整備株式会社　代表取締役会長
山陽コンテナトランスポート株式会社　代表取締役社長
岡山県トラックターミナル株式会社　代表取締役社長
岡山空港ターミナル株式会社　監査役

＊ 取 締 役 社 長 馬屋原　　　章

東京営業本部本部長
岡山県貨物鋼運株式会社　代表取締役会長
マルケー萩貨物自動車株式会社　代表取締役会長
彦崎通運株式会社　代表取締役会長
丸一倉庫運輸株式会社　代表取締役会長
マルケー商事株式会社　代表取締役会長
四国トラックターミナル株式会社　監査役

取締役副社長 安 原 秀 二 岡山主管支店長

専 務 取 締 役 中 澤 正 樹 企画室・経理部・情報システム部担当

常 務 取 締 役 笹 原 直 之 広島主管支店長

常 務 取 締 役 曽 我 達 彦
営業部・運行管理部担当
ハートスタッフ株式会社　代表取締役社長

取 締 役 関 　 裕 二 米子主管支店長

取 締 役 亀　山　祐二郎 東京主管支店長

取 締 役 奥 川 朋 正 倉敷主管支店長

取 締 役 小 川 貴 広 大阪主管支店長

取 締 役 久 山 哲 哉
総務部長
人事部・総務部担当

取 締 役 木 下 高 之 名古屋主管支店長

取 締 役 西　尾　源治郎 西尾総合印刷株式会社　代表取締役会長

取 締 役 有 澤 和 久

有澤会計事務所　代表
青税理士法人有澤オフィス　代表社員
株式会社ウエスコホールディングス　社外監査役
株式会社アルファ　社外監査役
株式会社ＫＧ情報　社外取締役

常 勤 監 査 役 正 保 和 則

監 査 役 中 山 紀 昭

公認会計士中山紀昭事務所　事務所長
イオンディライトアカデミー株式会社　会計参与
アクティア株式会社　会計参与
株式会社アスクメンテナンス　会計参与

監 査 役 中 條 太 志
損害保険ジャパン株式会社　執行役員待遇岡山支
店長

３. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況(2026年３月31日現在)

（注）１. 取締役のうち西尾源治郎及び有澤和久の両氏は、社外取締役であります。

２. 取締役のうち西尾源治郎及び有澤和久の両氏を、東京証券取引所の定めに基づく独
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氏　　名 新 旧

安　原　秀　二 取締役副社長 専務取締役

中　澤　正　樹 専務取締役 常務取締役

曽　我　達　彦 常務取締役 取締役

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３. 監査役のうち中山紀昭及び中條太志の両氏は、社外監査役であります。

４. 常勤監査役正保和則氏は当社の経理部門において38年間勤務した経験を有するもの

であり財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

2025年６月27日付で、取締役の地位が以下のように変更となりました。

６. 役員等賠償責任保険契約に関する概要

　　　当社は、当社及びすべての当社子会社におけるすべての取締役、監査役を被保険

者とした会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しております。当該契約の内容の概要は、以下のとおりであります。

　　・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担する事となった

争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としております。

　　・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被

保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、填補の対象外としておりま

す。

　　・当該契約の保険料は全額当社が負担しております。
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区 分 氏 名 兼職先会社名 兼職の内容 関 係

取 締 役 西　尾　源治郎
西尾総合印刷株式
会社

代表取締役
会長

当社は西尾総合印刷株式
会社より物品購入を行っ
ております。

取 締 役 有　澤　和　久

有澤会計事務所 代 表
有澤会計事務所と当社と
の間に取引関係はありま
せん。

青税理士法人有澤
オフィス

代 表 社 員
青税理士法人有澤オフィ
スと当社との間に取引関
係はありません。

株式会社ウエスコ
ホールディングス

社外監査役

株式会社ウエスコホール
ディングスと当社との間
に取引関係はありませ
ん。

株式会社アルファ 社外監査役
株式会社アルファと当社
との間に取引関係はあり
ません。

株式会社ＫＧ情報 社外取締役
株式会社ＫＧ情報と当社
との間に取引関係はあり
ません。

監 査 役 中 山 紀 昭

公認会計士中山紀
昭事務所

事 務 所 長
公認会計士中山紀昭事務
所と当社との間に取引関
係はありません。

イオンディライト
アカデミー株式会
社

会 計 参 与

イオンディライトアカデ
ミー株式会社と当社との
間に取引関係はありませ
ん。

アクティア株式会
社

会 計 参 与
アクティア株式会社と当
社との間に取引関係はあ
りません。

株式会社アスクメ
ンテナンス

会 計 参 与
株式会社アスクメンテナ
ンスと当社との間に取引
関係はありません。

監 査 役 中 條 太 志
損害保険ジャパン
株式会社

執行役員待遇
岡山支店長

損害保険ジャパン株式会
社と当社との間には保険
契約の取引関係がありま
す。

(2) 社外役員に関する事項

① 社外役員の重要な兼職の状況及び当社との関係
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区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 西　尾　源治郎

当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席いた
しております。主に経験豊富な経営の専門家として
の見地から、当社の業務執行に対する適切な監督と
特に経営全般にわたる大局的及び有益な発言を行っ
ております。また、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を
行っております。

取 締 役 有 澤 和 久

当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席いた
しております。主に公認会計士及び税理士としての
豊かな経験・専門的見地から、当社の経営全般に対
し適切な監督や助言を行い、特にコーポレートガバ
ナンス等の強化に関わる発言をしております。ま
た、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。

監 査 役 中 山 紀 昭

当期開催の定例取締役会６回及び監査役会６回のう
ち取締役会６回及び監査役会６回に出席いたしまし
た。公認会計士としての専門的見地から、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。また、監査役会において、適宜
必要な発言を行っております。

監 査 役 中 條 太 志

当期開催の定例取締役会６回及び監査役会６回のう
ち取締役会６回及び監査役会６回に出席いたしまし
た。長年にわたる保険業界での業務経験から、取締
役会の意思決定の適正性を確保するための発言を行
っております。また、監査役会において、適宜必要
な発言を行っております。

② 社外役員の主な活動状況等

③ 子会社から受けている報酬等の総額
　該当事項はありません。

－ 14 －



(3) 取締役及び監査役に対する報酬等
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項等

　取締役(社外取締役を除く)の報酬は金銭報酬とし、株主総会決議でご
承認を得た範囲内の基本報酬、賞与で構成しております。
　また、役付役員を兼務する取締役については、役付役員としての役
位・業績等も取締役報酬の要素としております。
　報酬水準及び取締役の個人別の報酬における以下の各報酬の割合につ
いては、各取締役の職務及び成果のほか、会社の業績、社会情勢を考慮
して設定しております。
　なお、基本報酬及び賞与の評価配分については、取締役会の承認を得
て代表取締役が行っております。当該権限を委任した理由は、当社全体
の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当業務の評価を行うには代表取締役が
最も適しているからであります。

１．基本報酬は、会社業績及び従業員給与とのバランス等を考慮の
上、過年度の担当部門業績に対する評価等を総合勘案して、取締役
会の承認を得て代表取締役が決定した支給額を毎月支給しておりま
す。

２．賞与は、具体的な目標値は定めておりませんが、事業年度の業績
を勘案し、賞与を支給するのに十分な連結の当期純利益を確保した
と判断される場合、取締役会の承認を得て代表取締役が決定した額
を、支給しております。

　なお、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は取締役会決議
をもって決定しており、取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっ
ては、原案について独立社外取締役に諮問し答申を得ているため、取締
役会としても当該方針に沿うものであると判断しております。
　また、役員退職慰労金は、職務執行の対価として役員退職慰労金基準
の定めに従い、常勤取締役に対して役位毎の年間基本額を積み立て、役
員退任時に累積額を算出して、株主総会の決議のもと取締役会にて支給
額を決定しております。
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区　　分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬

業績連動

報酬等
非金銭報酬等

取　締　役

（内社外取締役）

139

(3)

139

(3)

－

(－)

－

(－)

15

(2)

監　査　役

（内社外監査役）

10

(1)

10

(1)

－

(－)

－

(－)

3

(2)

合　　　計

（内社外役員）

149

(4)

149

(4)

－

(－)

－

(－)

18

(4)

②当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１.2023年６月28日開催の第111回定時株主総会の決議による取締役及び監査役の報酬額

につきましては、報酬額に賞与を含め、取締役の報酬額は年額156百万円以内（ただ

し使用人兼務取締役の使用人分給与を除く、ならびにうち社外取締役分3.5百万円以

内）、監査役の報酬額は年額24百万円以内であります。

　　　　なお、当該定時株主総会終結時の取締役の員数は15名（うち社外取締役２名）、監査

役の員数は３名（うち社外監査役２名）であります。

２.上記の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりません。

３.上記の報酬等の額には、販売費及び一般管理費に計上した役員退職慰労引当金繰入

額18百万円を含んでおります。

４.上記の報酬等の額には、社外取締役２名及び社外監査役２名に対する報酬等の総額

４百万円を含めております。

５.2025年６月27日開催の第113回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって

退任した取締役に支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。

　　取締役１名　　25百万円

　（上記②及び過年度の事業報告において取締役の報酬等の総額に含めた役員退職慰労

引当金繰入額が含まれております。）

６.取締役会は、代表取締役会長　原田和充及び代表取締役社長　馬屋原章の両氏に対

し各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役の担当部門の業績等を踏ま

えた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等

を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると

判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、取締役会がそ

の妥当性等について確認しております。
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(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

支　払　額

①当社が支払うべき報酬等の額 34百万円

②当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計
額

35百万円

４. 会計監査人の状況

(2) 報酬等の額

(注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①

の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２.当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査

業）として「リースに関する会計基準」の適用による会計処理方針の検討に関する助

言業務についての対価を支払っております。

３.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に

おいて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）１. 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

２. 営業収益等の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（2026年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

営 業 未 収 入 金

リ ー ス 投 資 資 産

棚 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び車両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

16,476,641

10,500,418

813,780

4,652,655

5,807

137,385

368,251

△1,656

34,843,337

29,126,395

9,638,722

1,164,356

37,461

17,780,199

463,090

42,563

534,614

5,182,327

4,674,975

91,696

433,351

△17,696
　

流 動 負 債 11,158,980

支払手形及び営業未払金 2,691,775

短 期 借 入 金 5,169,502

リ ー ス 債 務 86,970

未 払 法 人 税 等 960,555

賞 与 引 当 金 244,810

そ の 他 2,005,367

固 定 負 債 13,288,671

長 期 借 入 金 7,850,373

リ ー ス 債 務 428,784

繰 延 税 金 負 債 1,301,144

役員退職慰労引当金 117,380

退職給付に係る負債 3,392,102

資 産 除 去 債 務 175,149

そ の 他 23,738

負 債 合 計 24,447,652

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 25,131,274

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,780,045

利 益 剰 余 金 21,227,221

自 己 株 式 △296,592

その他の包括利益累計額 1,718,946

その他有価証券評価差額金 1,402,870

退職給付に係る調整累計額 316,076

非 支 配 株 主 持 分 22,105

純 資 産 合 計 26,872,327

資 産 合 計 51,319,979 負 債 純 資 産 合 計 51,319,979

連 結 貸 借 対 照 表

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 38,899,355

営 業 原 価 35,744,004

営 業 総 利 益 3,155,351

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,894,725

営 業 利 益 1,260,626

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 91,297

受 取 賃 貸 料 177,692

持分法による投資利益 72,443

補 助 金 収 入 93,830

受 取 奨 励 金 98,756

そ の 他 91,297 625,317

営 業 外 費 用

支 払 利 息 169,249

シンジケートローン手数料 18,000

そ の 他 5,368 192,617

経 常 利 益 1,693,326

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,214,856

投 資 有 価 証 券 売 却 益 104,465

投 資 有 価 証 券 清 算 益 2,848 2,322,170

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,202

減 損 損 失 11,000

投 資 有 価 証 券 評 価 損 714 12,916

税金等調整前当期純利益 4,002,580

法人税、住民税及び事業税 1,142,168

法 人 税 等 調 整 額 137,320 1,279,489

当 期 純 利 益 2,723,090

非支配株主に帰属する当期純利益 3,945

親会社株主に帰属する当期純利益 2,719,145

連 結 損 益 計 算 書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,420,600 1,770,388 18,649,952 △295,827 22,545,113

当期変動額

剰余金の配当 △141,875 △141,875

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,719,145 2,719,145

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

9,657 9,657

自己株式の取得 △765 △765

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 － 9,657 2,577,269 △765 2,586,161

当期末残高 2,420,600 1,780,045 21,227,221 △296,592 25,131,274

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株
主 持 分

純資産合計その他有価
証券評価差
額 金

退職給付に
係る調整累
計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当期首残高 899,668 △72,461 827,206 31,866 23,404,186

当期変動額

剰余金の配当 △141,875

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,719,145

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

9,657

自己株式の取得 △765

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

503,202 388,538 891,740 △9,761 881,979

当期変動額合計 503,202 388,538 891,740 △9,761 3,468,140

当期末残高 1,402,870 316,076 1,718,946 22,105 26,872,327

連結株主資本等変動計算書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2026年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

営 業 未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

13,515,864

8,336,110

8,917

765,208

4,046,580

61,357

191,580

67,373

40,194

△1,459

31,923,864

27,655,326

8,386,939

790,894

24,480

830,570

22,206

17,095,422

463,090

41,722

525,003

492,980

8,902

21,376

1,743

3,743,534

2,679,119

739,350

52,153

290,539

△17,628
　

流 動 負 債 10,094,415

営 業 未 払 金 2,219,004

短 期 借 入 金 2,459,800

１年以内返済予定の長期借入金 2,600,400

リ ー ス 債 務 86,409

未 払 金 143,598

未 払 消 費 税 等 362,544

未 払 費 用 658,241

未 払 法 人 税 等 787,242

預 り 金 281,630

従 業 員 預 り 金 215,974

賞 与 引 当 金 202,000

設 備 未 払 金 57,764

そ の 他 19,803

固 定 負 債 13,271,876

長 期 借 入 金 7,743,175

リ ー ス 債 務 428,784

長 期 未 払 金 2,137

繰 延 税 金 負 債 1,221,503

退 職 給 付 引 当 金 3,577,376

役員退職慰労引当金 111,500

資 産 除 去 債 務 175,149

預 り 保 証 金 12,250

負 債 合 計 23,366,292

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 20,750,045

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,762,031

資 本 準 備 金 1,761,954

その他資本剰余金 77

利 益 剰 余 金 16,864,006

利 益 準 備 金 311,000

その他利益剰余金 16,553,006

固定資産圧縮積立金 3,823,023

固定資産圧縮特別勘定積立金 234,254

別 途 積 立 金 9,311,000

繰越利益剰余金 3,184,728

自 己 株 式 △296,592

評価・換算差額等 1,323,391

その他有価証券評価差額金 1,323,391

純 資 産 合 計 22,073,436

資 産 合 計 45,439,728 負 債 純 資 産 合 計 45,439,728

貸　借　対　照　表

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

貨 物 運 送 事 業 収 益 32,672,653

倉 庫 業 収 益 等 512,007 33,184,661

営 業 原 価 31,616,496

営 業 総 利 益 1,568,165

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,117,524

営 業 利 益 450,640

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 334,556

受 取 賃 貸 料 256,787

補 助 金 収 入 93,830

受 取 奨 励 金 98,756

そ の 他 69,824 853,755

営 業 外 費 用

支 払 利 息 165,704

シンジケートローン手数料 18,000

そ の 他 3,904 187,609

経 常 利 益 1,116,786

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,207,440

投 資 有 価 証 券 売 却 益 70,248

投 資 有 価 証 券 清 算 益 2,848 2,280,537

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,202

減 損 損 失 11,000

投 資 有 価 証 券 評 価 損 714 12,916

税 引 前 当 期 純 利 益 3,384,407

法人税、住民税及び事業税 856,875

法 人 税 等 調 整 額 145,197 1,002,072

当 期 純 利 益 2,382,334

損　益　計　算　書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

利 益 準 備 金

当期首残高 2,420,600 1,761,954 77 1,762,031 311,000

当期変動額

剰余金の配当

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － －

当期末残高 2,420,600 1,761,954 77 1,762,031 311,000

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計固定資産圧縮

積 立 金

固定資産圧
縮特別勘定
積 立 金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 3,748,202 － 8,811,000 1,753,345 14,623,547 △295,827

当期変動額

剰余金の配当 △141,875 △141,875

固定資産圧縮積立金の積立 115,271 △115,271 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △40,450 40,450 －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 234,254 △234,254 －

別途積立金の積立 500,000 △500,000 －

当期純利益 2,382,334 2,382,334

自己株式の取得 △765

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 74,821 234,254 500,000 1,431,383 2,240,458 △765

当期末残高 3,823,023 234,254 9,311,000 3,184,728 16,864,006 △296,592

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 18,510,351 805,394 805,394 19,315,746

当期変動額

剰余金の配当 △141,875 △141,875

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 2,382,334 2,382,334

自己株式の取得 △765 △765

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

517,996 517,996 517,996

当期変動額合計 2,239,693 517,996 517,996 2,757,690

当期末残高 20,750,045 1,323,391 1,323,391 22,073,436

株主資本等変動計算書

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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取　締　役　会 御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 　 誉 一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 井 さ わ 子

独立監査人の監査報告書

2026年５月15日

岡山県貨物運送株式会社

有限責任監査法人 トーマツ

大阪事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の2025年
４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、岡山県貨物運送株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影
響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の
実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

　以　上
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取　締　役　会 御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 保 　 誉 一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福 井 さ わ 子

独立監査人の監査報告書

2026年５月15日

岡山県貨物運送株式会社

有限責任監査法人 トーマツ

大阪事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の
2025年４月１日から2026年３月31日までの第114期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響
度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上
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監 査 報 告 書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第114期事業年度における取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月21日

岡山県貨物運送株式会社　監査役会

常勤監査役 正 保 和 則 ㊞
社外監査役 中 山 紀 昭 ㊞
社外監査役 中 條 太 志 ㊞

以　上
　

監査役会の監査報告書
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１. 期末配当に関する事項

　当期の期末配当金につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等

を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)配当財産の種類

　　金銭といたします。

(２)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金80円とし、配当総額は162,127,360円とい

たします。

(３)剰余金の配当が効力を生じる日

　　2026年６月29日

２. その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の

強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)増加する剰余金の項目とその額

　　別途積立金　　　　　　　　　700,000,000円

(２)減少する剰余金の項目とその額

　　繰越利益剰余金　　　　　　　700,000,000円

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

と

戸
だ

田
 

　
あつ

敦
し

史

(1975年２月４日生)

1997年４月　当社入社

2022年６月　当社兵庫主管支店長

2023年７月　当社執行役員兵庫主管支店長

2025年６月　当社執行役員営業部長（現任）

0株

第２号議案　取締役１名選任の件

　経営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役１名の
選任をお願いするものであります。
　なお、新たに選任された取締役の任期は、当社定款の定めにより、他の在
任取締役の任期の満了する時までとなります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
２．役員等賠償責任保険契約について

(1) 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D&O保
険」といいます。）契約を保険会社と締結しており、これにより、取締役等が業務に
起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた
免責事由に該当するものを除きます。）等を填補することとしております。

(2) D&O保険の保険料は全額を当社が負担しております。
(3) 候補者が取締役に選任され、就任した場合には、D&O保険の被保険者となる予定で

あります。
(4) D&O保険の契約期間は１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の

うえ、これを同内容で更新する予定であります。

－ 29 －



氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

おお

大
いそ

磯
 

　
たか

崇
お

雄

(1969年５月４日生)

1992年４月　安田火災海上保険株式会社(現損害

保険ジャパン株式会社)入社

2016年４月　同社長岡支店　支店長

2022年４月　同社仙台自動車営業部長

2024年４月　同社仙台支店長兼自動車営業部長

2025年４月　同社理事仙台支店長

2026年４月　同社理事岡山支店長(現任)

（重要な兼職の状況）

損害保険ジャパン株式会社理事岡山支店長

0株

第３号議案　監査役１名選任の件

　監査役中條太志氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補
欠として監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、補欠として選任する監査役の任期は、当社定款の定めにより、退任
する監査役の任期の満了する時までとなります。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．監査役候補者大磯崇雄氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に規定する社外監査

役候補者であります。

２．社外監査役候補者大磯崇雄氏は、損害保険ジャパン株式会社の理事岡山支店長を兼務

し、当社は同社との間に保険契約の取引関係があります。

　　同氏を社外監査役候補者とした理由は、長年にわたる保険業界での業務経験によりグ

ローバルな視野を有するとともに、コンプライアンス等の知見も深く、豊富な経験と見

識を有しており客観的かつ中立的な立場から当社の経営全般に対して指導及び監査いた

だけるものと期待したためです。なお、同氏は、会社の経営に関与した経験はありませ

んが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと

判断しております。

３．社外監査役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。

４．社外監査役候補者大磯崇雄氏の選任が承認された場合は、同氏との間で会社法第427

条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

する予定であります。

　　その契約は、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにあたり善意で

かつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度と

して損害賠償責任を負うものとするという内容であります。

５．役員等賠償責任保険契約について

　(1) 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（以下、「D&O保

険」といいます。）契約を保険会社と締結しており、これにより、監査役等が業務に

起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた

免責事由に該当するものを除きます。）等を填補することとしております。

　(2) D&O保険の保険料は全額を当社が負担しております。

　(3) 候補者が監査役に選任され、就任した場合には、D&O保険の被保険者となる予定で

あります。

　(4) D&O保険の契約期間は１年間であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の

うえ、これを同内容で更新する予定であります。

以上

－ 30 －
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●ＪＲ岡山駅（西口）から、徒歩約15分です。
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